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はじめに

本稿に与えられた課題は，本学会創設35周年にあたっての回顧と展望，
研究及び実践の方向等について検討することである。貴重な回顧は他で多く
行われるに違いないから，ここでは課題をこれからの研究の方向性を検討す
ることに限定しておきたいと思う。
生涯教育・生涯学習に関する研究課題は山積しており，その中には短期間
で解決できる問題もあれば，一朝一夕には解明・解決できない大きな問題も
ある。ここでは，それらを念頭に置きながらも具体的に取り上げるのではな
く，従来の科学では軽視されたり，見落とされたりしてきたために，社会事
象の問題解明・解決が進まなかった事象特性の問題や，新たな問題解明・解
決法を検討し，今後の研究の方向を探ることにしよう。

1．近代科学についての論理的検討から

近代科学の特徴
近代科学は，原因一結果の探求や目的一手段の解明によって，体系化され
た科学的知識を蓄積してきた。近代科学では，普遍的な因果律を追求し，法
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必然

局所 大域

偶然

限定理論:ある範囲や条件のもとで成り立つ理論
図１２つの事象特性を解明する研究のタイプ

大域一局所，必然一偶然を交差させたところにできる４領域の研究として
は，図lのように，大域で必然を追求するという特徴を持つ一般理論的研究，
局所的にしか通用しないが必然を追求する限定理論的研究，大域的だが偶然
事象を扱う確率論的研究，局所的な偶然事象を扱う記述的研究を挙げること
ができる。
いうまでもないが，確率論的研究や記述的研究はそれ独自で行われること
もあるし，たとえば限定理論的研究の中に取り入れられるというように，さ
まざまな研究に取り入れられて使われることもある。
生涯教育・生涯学習関係の事象には，大域的，必然的事象と局所的偶然
的な事象が混在しているだけに，取り組んでいる研究が限定理論的研究かそ
れとも一般理論的研究かを見極めながら，研究を蓄積し，発展を図っていく
必要がある。特に限定理論的研究では，全称命題（｢すべてのｘについ
て…｣,V(x)(…))ではなく，存在命題（｢あるｘについて…」「…というｘ
が存在する｣,3(x)(…))によって論を展開することになるから，従来の
ような命題論理ではなく，述語論理による論の組み立てを考えなければなら
ないであろう。
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また，複雑な社会事象を対象とする研究では，一般理論的研究であれ限定
理論的研究であれ，いくら論理計算や数学的なモデルを工夫して用いてみて
も，それだけでは問題全体の１割も解明できないことが多い。したがって，
今後は関係計算(1)なども導入して，少しでも多くの問題を解明できるように
していく必要があるように思われる。

2．問題解明・解決技法の発展を目指して

問題解明と問題解決
研究作業は問題解明・解決の一種といえるが，われわれが取り組む生涯教
育・生涯学習関係の問題は，他の社会事象と同様に複雑で，そう簡単には解
けないものが多い。従来からの問題解決法(2)を用いて解明．解決のできない
問題は，今後の課題として残され，そのまま放置されてしまいがちである。
少しでも問題解明・解決の可能性を大きくしていくためには，解けない問題
に出会った時に，その都度新たな問題解明・解決法を工夫したり，開発した
りして，それらを広く活用できるようにしていく必要がある。科学の歴史
は，困難に直面して，新たな問題解明・解決法を作り出だす創造の歴史で
あったともいえるであろう。
ただ，領域によって問題はさまざまであるし，同じ領域の中でも問題はそ

れぞれ異なっている。理論的問題の場合には，理論的な解が得られれば問題
は解決できたというであろうが，実践上の問題などでは，その問題が実際に
解決できる方策・手順が得られなければ，問題が解決されたとはいわないで
あろう。問題解明(solutionofaproblem)は対象となっている事象の問題
のあいまいなところや不明な点を明らかにすることで，問題解決(problem
solving)は問題の解決策を発見することである。問題解明．解決がどこで
終るかは問題によっても違うので，ここでは問題の解明から問題を実際に解
決するところまでの一連の作業を問題解明・解決と呼んでおくことにしよ
う。
なお，問題は解決すべきことで，課題は問題を解決するために行動すべき
ことなので，ここには課題解決は含まれていない。
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本学会の場合には，理論的・実証的研究の他に，行政や実践の問題を解決
し，生涯学習支援システムの構築を進める社会工学的な研究の発展を図る必
要があるのだが，いくらそのような指摘をしてみても，開発に取り組まなけ
れば，単なるべき論にすぎなくなるので，ここで，新たな問題解明・解決技
法を１つの例として提出しておきたい。このような場合には，事例を示して
説明すべきだが，紙幅の関係で省略する。詳細は，近く本学会の『生涯学習
研究e事典』に「事象問題解明・解決技法｣，「生涯学習事象問題解明・解決
技法」として，ファイル・アップする予定である。また，この技法を簡単に
使えるようにするために，ステップ毎に作業用のシートを開発し，実用化を
図りたいと考えている。

新たな問題解明・解決技法の例
ここに示すのは，事象と関係の理論に基づく問題解明・解決技法で，要

素・関係計算法を用いて複数の解決策を導出し，その実現可能性をチェック
するところに特色がある。図解法もあるが今回は省略し，要素・関係計算法
による場合の概略を図２に沿って説明することにしておこう。
(1)問題の構造（全体式）
l)問題を含む事象から問題を抽出し，記述して，問題の範囲を限定
する。断片的でよいから，問題となっていることをすべて列挙す
る。

２）問題についての断片的な記述(1～n)を関係式化し，以下のよ
うに関係計算を行って，そのすべてを１つにまとめる。
ｉ問題となっている事象の要素を抽出し，要素間の関係を関係式
で表す。さらに，条件を関係式で表す。（条件式）
ii関係計算で全体を１つにまとめる。
①書き出した関係式を「前提」とする。②条件式を列挙し，必
要に応じ条件式を追加する。③すべての前提と条件式を使って
関係計算を行い，全体式を導出する。（問題の解明）

（２）問題解明から解決へ
問題が解明できたら，そこに含まれる要素と関係を要素・関係計算に
よって変換することで，問題を解決できるかどうかを逐次的に検討す
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る。（図中の点線枠はその段階にあることを示すために加えたもの｡）
l)要素・関係計算法を活用し，要素，関係の変化・出現・消滅の可
能性，還元可能性をさく、り，さらに外部作用が働く場合の変化・出
現・消滅可能性も調べ，問題解決策となるものを選択する。（変
化・出現・消滅仮説，作用変化仮説，還元法については，前掲「要
素・関係計算法」を参照｡）
２）解決策が複数得られた場合には，要素のチェックリストを使っ
て，問題解決実施の実現可能性の高い順から解決策の順位をつけ
る。このチェックリストは「事象の可能態」（事象の現実度を表す
値，前掲「事象と関係の理論」を参照）に対応している。

おわりに

今後，研究の発展を図るためには，一般理論的研究と限定理論的研究の関
係についての検討も必要である。生涯教育・生涯学習関係の実証的研究は，
文化的，地域的条件に縛られるので局所的となり，限定理論的研究にならざ
るをえない。しかし，行政関係者からは，全体を把握できる一般理論的な研
究を求める声がある。
われわれの場合，一般理論の構築は不可能なのかといえば，そうではない
であろう。限定理論の中の文化的，地域的条件などを特殊変数としてくくり
出していけば，限定理論を一般理論に転換することができる。一方，一般理
論を公理論として作り，そのモデルとして限定理論を構築することもでき
る。いずれにしても，理論の有効性は問題解明・解決に役立つかどうかで判
断できるから，これについては，不毛な議論を繰り返すより，理論を構築す
る中で，それが問題解明・解決に役立つかどうかを検討していく方がよいよ
うに思われる。

圧

(1)関係計算は，山本恒夫「事象と関係の理論」日本生涯教育学会編『生涯学習研
究e事典』2013･4･17アップ,(http://qitenjavea.orjp/)(同『事象と関係の
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理論」筑波大学生涯学習学研究室,２００1･３,全66頁，の電子版）にあるが，関
連して同「要素・関係計算法」『生涯学習研究e事典」２０１３･４･１７アップ，同「生
涯学習事象理論」『生涯学習研究e事典』２０１３･４･１７アップ，を参照。

(2)たとえば高橋誠『問題解決手法の知識ｊ日経文庫,1984,にはさまざまな技法
が紹介されている。問題解決関係文献は枚挙にいとまがないが，最近のものとし
ては，ビジネス現場向けではあるが，高田貴久・岩澤智之「問題解決』英治出
版,2014,がある。


